
日
本
国
際
政
治
学
会
『
国
際
政
治』

第
四
号
「
米
中
関
係
史」
(
一

九
九
八
年
五
月)

84 

台
湾
海

峡

危
機
[
E

E
ー

ω
ω]

米
華

相
互

防

衛
条
約
の

締

結

は
じ
め
に

(I)
 

一
九五O年初頭、
蒋介石率いる国民党政府(国府)の
腐敗と汚職に

失望したアメ
リカ
は、
トル
1マ
ン
大
統領
(宙出白R円円ミ可ω.叶斗，円EロB
自)
の

「ム台口湾不介入宣

衛線からム台口湾を除外するという「台湾不介入」
の
措置を取つ
た。
こ

れによりアメリカは急速に一
九四九年に誕生した中華人民共和国を

支持する立場へ
と傾き、
中国が台湾を吸収して「一
つの
中国」
が登

場するのは時間の
問題であると考えられるようになっ
ていた。

しかし、
一
九五O年六月の
朝鮮戦争勃発を契機にアメリカの
台湾

政策は大きく転換する。
トルlマン
政権は六月二
七日に「台湾中立

化宣雪E
を発し、
同年七月には米国第七艦隊の
台湾海峡へ
の派遣を

開始するとともに、
国府にたいして再び大規模な軍事的・
経済的支

(2)
 

援を与えるようになっ
たのである。

本稿では、
米華相互防衛条約が台湾海峡危機[521回目]
を契機と

して締結されるに至っ
た過程において、
米台聞に存在したさまざま

な
見解の
相違がいかにして一
定の
妥協点へ
と導かれることになっ
た

かを、
出来るだけ綿密に跡づ
けるところに主眼を置いている。
そう

した
作業を通じて、
その
後のアメリカの
対中園、
対台湾政策の
形成

に米華相互防衛条約が及ぼすことになっ
た
影響についても考察を試

みることにしたい。
米
華
相
互
防
衛
条
約
の
起
源

台湾海峡危機[1954-55]と米華相互防衛条約の締結

一
九五三年三月、
国府の
駐米大使顧維釣はダレス(】OFロ
FER

UE--白血)
国務長官にたいして、
米台聞に相互防衛条約を結ぶことを

{6)
 

建議した。
国府は米台閣の相互防衛条約の
締結によっ
て、
アメリカ

とのより緊密な
繋がりを求めるとともに、
その国際的地位の
安定と

向上を目差そうとしたのである。
とりわけ、
国府は一
九五四年四月

のジュ
ネーブ会議開催以前に防衛条約を結ぶこと、
あるいは少なく

とも防衛条約締結の意思を公表することを強く望んでいた。
その
背

景には、
中国がジュ
ネーブ会議に出席することが、
将来的な中国の

(7)
 

国連加盟の第一
歩となるという国際世論があっ
た。

しかし、
台湾側との
防衛条約交渉にあたっ
ていたダレスは、
あく

までも条約の
締結を保留とする消極的な態度を示した。
アメリカが

ジュ
ネーブ会議開催以前に国府との
相互防衛条約の
締結を公表すれ

ば、
中国の
態度の硬化が予想されるとともに、
既に中国を正統政府

として承認していたイギリスとの
足並みが乱れ、
ジュ
ネーブ交渉そ
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と

松

本

は
る
香

一
九五三年一
月にアイゼンハ
ワl政権が誕生すると、
「台湾中立

化解除」
がなされ、
アメリカの
新たな
台湾政策として、
蒋介石政権

(3)
 

にたい
するい
わゆる「解き放し」(ロ巳g佐吉向)
政策が
打ち出され

ることになっ
た。
これによっ
てアメリカは事実上、
国府が「大陸反

攻」
を行うこと、
すなわち国府の
中国にたい
する軍事行動を「解き

放す」
とい
う措置をとっ
たのである。
しかし、
それが名目上のもの

(4)
 

にすぎなかっ
たことは間もなく明らかにされることになっ
た。

一
九五四年九月、
中国が国府領有下の
大陸沿岸諸島(O同同岳OB
EE

E門目的)に位置する金門島に攻撃を行い、
いわゆる第一
次台湾海峡危

(5)
 
機が発生したことは、
朝鮮戦争に続き、
再び米中聞の大規模な軍事

衝突を誘因しかねない
危険性を苧むものであっ
た。
だが、
実際には

アメリカは中国との直接軍事対決に至る道を選択せずに、
一
九五四

年一
二
月に国府との
聞に米華相互防衛条約を締結することによっ
て、

危機を終息に導こうとしたのである。

(8)
 

のものに悪影響を及ぼすことをダレスは懸念していたのである。
こ

のためジュ
ネーブ会議が開始されてからも、
アメリカは国府による

防衛条約締結の
要請を棚上げにしたのである。

その一
方で、
国府はあくまでもアメリカにたいして防衛条約を締

結することを求め
続けた。一
九五三年六月七日には蒋介石がアイゼ

ンハ
ワl
g耳石z
u-
恩師gyo唱叩円)に宛てた書簡のなかで、
米台間

(9)
 

が防衛条約を結ぶことについての正式な
申し入れを行っ
ている。
ま

た、
同年一
二
月一
八日に国府はアメリカにたいして「米華相互防衛

(日)

条約草稿」
を
提出した。
だが、
これにかんしてダレス
国務長官は

(U)
 

「来るべ
き適切な
時期に防衛条約の
締結に
着手するつ
もりである」

という見解を国府にたいして示すにとどめている。

アイゼンハ
ワl政権が国府と安全保障同盟を結ぶことを鴎跨して

いたことには、
さらにいくつかの
大きな理由があっ
た。
まず第一
に、

当時のアメリカのアジア
戦略においては東南アジア
条約機構(SE

(ロ)

ATO)を結成することが
最優先事項であっ
たことが挙げられる。

短期的に見れば、
これと同時期に台湾と安全保障同盟を結ぶことは、

多国間安全保障システム
を構築するにあたっ
て関係各国の足並みを

乱すことになるとしてアメリカは危倶していたのである。

第二に、
米国国内要因として米国議会、
とりわけ条約を締結する

にあたっ
ての
批准権を有する上院の
賛成をいかに取り付けるかが問

(日)

題視されていた。
当時上院で多大な発言力を有し、
事実上、
民主党

のスポークスマン
の
役割を
果たしてい
たウォ
ル
タ1・
ジョ
ージ

(巧丘広円。。。円同町)
議員は、
一
九五四年七月初旬にダレスにたいして
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台湾との
共同防衛条約がアメリカを戦争に巻き込む不要なものであ

るという反対の立場を示していた。
このようなことから、
共和党政

権は、
中間選挙の
年にあたる時期に台湾との
防衛条約の是非の
問題

について議会に提起することは、
政党聞の
政争の火種に発展する要

因となるとして鴎踏していたのである。

これにたいして、
国府駐米大使の
顧維鈎は、
ダレス
国務長官がS

EATO
結成会議のためにフィ
リピンへ
向かう直前の一
九五四年八

月二六日に、
ロパ
lトソン(巧色芯円∞-
moZユ印Oロ)
極東担当国務次

(凶)

官補に
改めて防衛条約の
締結を強く要請した。
だが、
ロパ
lトソン

は、
アメリカの
世論は、
台湾との
防衛条約の
締結によっ
てアメリカ

が第三次世界大戦に巻き込まれる事態が起こるのを忌避していると

説明し、
とりわけアメリカの
中間選挙の
年にこの
問題を提起するこ

とにたいして慎重な態度を示したのである。

第三に、
仮に米台聞に
防衛条約を締結するならば、
防衛条約の

「適用範囲」
の
問題、
すなわちアメリカは国府にたいして地理的に

どこまでの
防衛支援を与えるかを明示する必要性が生じてくること

(日)

を、
アイゼンハ
ワl政権は懸念していたのである。
「中華民国」
を

正統政府として承認するという当時のアメリカの立場に基づき、
条

約の
「適用範囲」
が中国大陸まで及ぶことが明記されるならば、
中

国を刺激することは必須であっ
た。
さらに、
事実上国府の
領有下に

ある金門・
馬祖島、
そして大陳島をはじめとする国府領有下の
大陸

沿岸諸島にたいして、
アメリカが防衛的支援を与えるかどうかは未

だ結論の
出ていない懸案事項であっ
たが、
これについても態度を明

台湾海峡危機[1954-55Jと米華相互防衛条約の締結

を飛行中、
中国領空を飛来中の中国の
戦闘機二
機によっ
て撃墜され

(印)

るとい
う事件が起きた。
中国は国府空軍戦闘機と見誤っ
て攻撃した

とい
う弁明を行っ
たが、
この旅客機に米国民間人六人が含まれてい

たことからアメリカ国内で大きな波紋を呼ぶことになっ
た。
これに

たいして、
米国政府は中国による「蛮行を極めて深刻なものとして

(初)

受けとめる」
という主旨の公式声明を発表した。
さらに七月二
六日

には、
台湾海峡近海に派遣されていた、
米国空母が搭載する支援戦

闘機二
機が中国空軍戦闘機二
機の急襲を受けたため、
これを迎撃す

るという事件が発生したのである。

こうした一
連の
事件は米国議会においても大きく取り上げられる

ことになっ
た。
とりわけ上院においては、
共和党スミス(戸
芭四阿印・

ロ品目円
ω目HH思
議員や民主党ハンフリ1
2zZ江
田・
出口自
問診円叩司)
議

員らが中心となっ
て中国にたいして強硬な措置をとるべ
きであると

い
う、
い
わば対中強硬論を議会で展開したのである。
さらに、
事件

がい
ずれも台湾海峡近海において発生したことから、
同地域の
安全

確保の必要性を米国国民に痛感させる契機ともなっ
た。
こうしたな

かで、
米国議会をはじめとして米国国内において米台聞に防衛条約

を結ぶべ
きであるとい
うコンセンサスが次第に形成されていっ
たの

である。
これはのちの
台湾海峡危機の
発生によっ
てより顕著なもの

(引)

へ
となっ
ていっ
た。

第三に、
アジア地域における多国間安全保障システムの
構築にと

もなう台湾の
位置づ
けについて、
米国政府の認識に変化が生じつつ

あっ
たことが
挙げられる。一
九五四年九月に
東南アジ
ア
条約機構
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らかに示さなければならないことをアメリカは嫌っ
ていたのである。

しかも、
大陸沿岸諸島にたいしてアメリカが安全保障上の
保護を与

えることを国府に確約すれば、
国府が大陸に近接する沿岸諸島を足

掛りにして「大陸反攻」
を行う可能性が高まることも、
アメリカは

{国)

懸念していたと言われている。

これにたいして国府駐米大使顧維鈎は、
アメリカに防衛条約締結

を要請する過程で、
アメリカの
承諾なしに中国にたいしていかなる

軍事行動もとらない、
という国府側の立場を再三にわたっ
て伝えて

(口)いた。
しかし、
当時国府に実際どの
程度の
「大陸反攻」
能力があっ

たかは別の
問題としても、
常にアメリカは、
国府が予期せぬ
軍事行

動を中国にたいして行う可能性があることについて、
さらにはそれ

によっ
てアメリカが中台聞の
紛争に巻き込まれることについて、
警

(国)

戒心を抱いていたのである。
このためアメリカにとっ
て国府の対中

国軍事行動を抑制することは、
米華相互防衛条約締結にともなっ
て

生じることが予想される大きな懸念材料であっ
た。

しかしながらその一
方で、
米国政府は一
九五四年夏頃から米台聞

の
防衛条約締結をも考慮しつつ
あっ
た。
その一
つの
大きな
契機と

なっ
たのが、
後述するように、
一
九五四年七月末から八月にかけて

の
中国の
大規模な「台湾解放」
運動の
高まりであっ
た。
アメリカは

それを看過し続けるわけにはゆかなかっ
たのである。

第二に、
周年七月に台湾海峡近海において起こっ
た二つの
事件を

きっ
かけにして、
米国圏内世論に変化が生じたことが挙げられよう。

一
九五四年七月二一二日に、
香港行きの
英国民間旅客機が海南島付近

(SEATO)が結成されれば、
未加盟の
台湾がアジア地域において

孤立的な存在になることは明らかであり、
台湾に何らかの安全保障

上の
保護を与える必要性が生じてくることが予想された。
さらに、

アメリカが台湾と防衛条約を結ぶことは、
長期的に見れば、
アメリ

カの一
つの
政治目標であっ
た、
北東アジアに集団的な安全保障シス

テム
を
構築すること、
すなわち台湾を含めた
北東アジア
条約機構(忽)

(NEATO)の
結成のための一
つの布石になることを意味していた。

このように、
アメリカが台湾との
防衛条約の
締結をめぐっ
てある

一
定の
方向性を見い
出すために試行錯誤を行っ
ていた時期に、
まさ

にそれと重なるようにして台湾海峡危機が発生したのである。

台
湾
海
峡
危
機[-ω
Eーlmm]
の
発
生

一
九五四年七月頃から中国は「台湾解放」
の
姿勢を強く打ち出す

ようになっ
ていた。
たとえば、
七月二三日付『人民日報』
は社論を

掲げて「中国人民は今一
度世界に向けて宣言する。
台湾は中国の
領

(幻)

土であり、
中国人民は必ずや台湾を解放する」
と語いあげた。
また、

八月一
日の
中国建軍二
七周年式典において朱徳人民解放軍総司令は、

中国の一
部である台湾がアメリカとの聞に安全保障同盟を結ぶこと

や、
地域的な多国間安全保障の
枠組みに参画することは中国の主権

を脅かす行為であるものと非難し、
一
刻もはやく「台湾解放」
を達

(M)
 

成することを呼びかけたのである。
さらに八月二一一目、
中国共産党

をはじめとする全国の
諸人民組織の連合によっ
て行われた「台湾解

放宣言」
のなかでは、
「台湾を解放するために、
中国全同胞、
とり
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わけ台湾との
闘争の最前線である江蘇、
斯江、
福建、
広東沿岸地域

と大陸沿岸諸島の同胞は警戒を強化するとともに、
スパ
イを一
掃し、

(笥)

人民解放軍の
闘争を支援せよ」
という大規模な
呼びかけがなされた。

中国が一
九五四年七月以降、
盛んに「台湾解放」
運動を唱導した

背景には、
既に見てきたように、
米台聞に防衛条約が結ぼれる可能

性が喧伝されていたことがまず挙げられよう。
さらに、
一
九五四年

九月に
結成されることが決定されていた東南アジア
条約機構(SE

ATO)に、
アメリカがい
ずれ
台湾を加盟させたいとい
う意思表示

を行っ
ていたことに加え、
一
九五四年八月三日にはダレス
国務長官

が、
将来的にはSEATOを補完するかたちで
新たに北東アジア条

'
約機構(NEATO)を結成し、
アメリカ、
日本、
韓国、
台湾の
安全

保障枠組みを実現させるという構想を目下検討中であると灰めかし

ていたことなどが、
中国を大いに刺激したものと恩われる。
実際、

一
九五四年八月一一
日の中央人民政府委員会における外交報告のな

かで、
周恩来は「最近、
アメリカと売国奴蒋介石がワシントンと台

北の
両地において協議を行い、
共同防衛条約を結ぼうとしている。

それと同時に、
侵略者アメリカは、
日本をはじめ
李承晩や蒋介石ら

(鉛)

とともに『北東アジア
条約機構』
を結成している」
と述べ、
強い懸

念を示したのである。
中国はこうした米台閣の安全保障同盟やアジ

ア地域におけるSEATO、
NEATOといっ
た多国間安全保障の

結成の
動きは中国の
封じ込めを念頭にしているものだとと捉えてい

たと言っ
てよい。
だからこそ、
二
国間及び多国間の安全保障の
枠組

みに台湾が参入することは、
中国の主権を脅かす行為であるとして

台湾海峡危機[1954-55]と米華相互防衛条約の締結

軍及び海軍を中国の砲撃拠点であっ
た慶門地域と中国海軍艦艇の
集

結地区付近に出動させた。
その一
方で、
アイゼンハ
ワl
大統領は緊

急措置として米国太平洋軍司令部(CINCPAC)による金門島付

近の
米国艦隊を増やすとともに、
第七艦隊の
台湾海峡近海の
警備を

強化した。

一
九五四年九月の
台湾海峡危機の
発生を受けて、
米台双方は緊急

に台湾及、び大陸沿岸諸島近海の
防衛強化の措置を講じたが、
中国の

軍事行動にたいして直ぐに報復を行うといっ
た応戦の
構えは見せず、

周辺警備の強化という極めて慎重な措置を採るにとどめた。一
方、

蒋介石は台湾海峡危機発生後間もな
く、
ドイツに駐在していた食大

維国防部長を緊急に台湾に呼び寄せ、
金門島付近及び
他の
大陸沿岸

(出)

諸島の
偵察を開始させた。
だが、
国府は台湾海峡危機発生時の
対応

については、
基本的にアメリカの
指示に従うという姿勢をとっ
たの

である。
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アメリカが台湾海峡危機にたい
する対応の
方向性を早急に打ち出

すことができなかっ
た一
つの
大きな理由は、
台湾海峡危機の発端と

なっ
た
大陸沿岸諸島、
金門島そのものにたいするアメリカの介入の

是非について、
米国政府内で共通の認識が得られていなかっ
た点に

求められよう。

金門島砲撃の
同日の一
九五四年九月三日に、
米国統合参謀本部で

は台湾海峡危機にたい
する対応のための
協議が行われ、
「大陸沿岸

諸島の
防衛は
『重要』
(日日
間百円宮ロ同)
であるが、
戦略的に見て、
台

湾・
彰湖諸島を防衛するために
『死活的』
(叩印回目三
E)
な存在では

(幻)

「台湾解放」
運動を開始したのであるc

一
九五四年九月三日未明、
中国人民解放軍は麗門に約一
五万人の

軍隊を配備し、
国府の
保有する大陸沿岸諸島のひとつである金門島

へ
向けて砲撃を開始し台湾海峡危機が発生した。
折しもフィ
リピン

のマニ
ラにおいて東南アジア条約機構(SEATO)の
結成会議が行

われていた時期でもあっ
た。

台湾海峡危機発生時の金門島には四万三000人の国府の正規軍

と一
万一
000人の
遊撃隊が駐留していたが、
砲撃開始から五時間

経過するまでに、
およそ六O発の砲弾が慶門から金門島に打ち込ま

れた。
これにより、
当時金門島に派遣されていた米国軍事顧問団の

うちの二
名が死亡し、
残りの一
四名が金門島から急速撤退すること

になっ
た。
中国の
金門島砲撃は翌日未明には一
応終息したが、
以後

(お)

数日間にわたっ
て砲撃は続いた。

(鈎)

中国は金門島の攻撃を「台湾解放」
の
第一
歩であると捉えていた。

さらに中国は、
当時アメリカが企図していた、
朝鮮半島から東南ア

ジアにかけてのアジア地域における安全保障体制の
構築が未だ整備

の途上にあると見なし、
この
時期に中国が台湾へ
攻撃を仕掛けるこ

とは、
アメリカのアジアにおける地域戦略の
弱点を晒すことになる

(叩)

と考えていたのである。

しかしながら、
金門島は大陸沿岸諸島のなかでは、
国府軍駐留の

規模から言っ
ても比較的頑強な防衛地域であると見倣されていただ

けに、
中国が金門島を攻撃したことは米台双方に衝撃を与えること

になっ
た。
国府は米国政府との協議の上で、
九月七日には国府の空

(位)

ない」
というコンセンサスが得られた。
だがその一
方で、
大陸沿岸

諸島にたい
するアメリカの
防衛的関与の是非については「積極派」

(ぬ)

と「消極派」
とに見解が大きく分かれたのである。

一
九五四年九月一一一日、
アイゼンハ
ワ!大統領が滞在していたコ

ロラド州デンバ
ーにおいて、
第二
四一
回国家安全保障会議(NSC)

が開催された。
会議にはアイゼンハ
ワ!大統領、
ダレス
国務長官、

ウィルソン(の
Eユ叩印
刷・
巧口凹Oロ)
国防長官や統合参謀本部を始めと

する米国政府首脳部が出席したが、
ここにおいても、
以下で述べ
る

ように、
大陸沿岸諸島にたい
する介入の是非をめぐっ
て意見が二
分

されたのである。

ラドフォ
ード(〉ユF
5
4司・河内凶日oE)
米国統合参謀本部議長は、

トワ
イニ
ン
グ(Z巳F
E
司・
、『耳目忌ロ同)
空
軍
参
謀
総
長や
カ
1
ネイ

(河
各国江
田・
の白百四可)
海軍作戦部長らとともに、
中国の軍事行動に

たいして中国大陸へ
の攻撃をも辞さずという立場を採っ
ており、
金

門島をはじめとする大陸沿岸諸島にたい
する積極的な防衛的支援を

行うべ
きだと主張した。
およそ五万人の
国府軍が駐留する金門島を

「共産中国」
の砲撃によっ
て喪失することは、
国府に致命的な心理

的打撃を与えかねないことに加え、
アジア地域における非共産諸国

(鈍)

の士気を低下させることへ
の
危倶を彼らは抱いていた。
さらに付言

すれば、
こうした大陸沿岸諸島介入にたい
する「積極派」
たちは、

台湾海峡危機にさいして中国へ
の
核兵器使用さえも辞さないという

(町田)

極めて強硬な立場を有していたのである。

一
方、
アイゼンハ
ワ!大統領はアメリカが大陸沿岸諸島に介入す
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ることに懸念を示した。
金門島の
戦略的価値は、
国府軍の士気を保

つとい
う心理的な重要性を除けば、
それほど高いものではないとい

(お)

うのがアイゼンハ
ワlの
見解であっ
た。
彼は「われわれは現在、
限

定的な『小競り合い』
の
話をしているのではない。
これは
第三次世

界大戦にまで発展する可能性のある問題なのだ。
仮に、
われわれが

中国を攻撃したら、
朝鮮戦争の
時のように、
われわれの軍事行動に

限度を設定することは不可能であろう:::(中略):::しかも全面戦

争になっ
たら、
当然考えられる敵は、
中国ではなくてソ連であるし、

(釘)

そうなればソ
連をも攻撃しなければならなくなる」
と述べ、
アメリ

カが大陸沿岸諸島に介入することが米中戦争を誘因することにとど

，
まらず、
米ソ全面戦争に発展する可能性があることへ
の
危倶の
念を

表わしたのである。
当時アメリカの軍事専門家たちの聞では「中国

と一
戦を交えずに、
大陸沿岸諸島を防衛することは不可能」
であり、

「米中戦争を引き起こしてまで、
大陸沿岸諸島を防衛する価値はな

(犯)

い」
というのが一
般的な見解であっ
た。
このためアイゼンハ
ワーは

あくまでも非軍事的な手段によっ
て台湾海峡危機を終息させること

に固執したのである。

また、
ダレス
国務長官は台湾海峡危機の
発生にかんして「アメリ

カは
『恐るべ
きジレンマ』
S
F2EE由
佳ZS自白)に立たされてい

(鈎)

る」
と述べ
た。
つまり、
アメリカが大陸沿岸諸島の
防衛に介入した

場合、
米中戦争、
ひいては米ソ
戦争に発展する可能性がある一
方で、

中国の金門島砲撃を中国がアメリカの反応に探りを入れているとい

う側面から捉えれば、
仮にアメリカが大陸沿岸諸島の介入を放棄し

台湾海峡危機[1954-55Jと米華相互防衛条約の締結

リカはイギリスとニュ
ージーランドの協力のもとで国連安保理停戦

(mM)
 

案の提出の
準備を開始したのである。

だがその一
方で、
国連安保理停戦案による台湾海峡危機の解決に

たい
する国府の立場は、
まことに微妙であっ
たと言っ
てよい。
国府

は国連安保理停戦案を一
応は認めたものの、
それによっ
て台湾海峡

の
「現状維持」
をはかるというアメリカの
方針に強い懸念を示した

のである。

一
九五四年一
O月中旬頃から国府国連大使蒋廷織は、
顧維釣駐米

大使や葉公超外交部長とともに国連安保理停戦案について協議を行

い、
次のような結論を下した。
||アメリカの国連安保理停戦案に

よっ
て台湾海峡危機の
解決を実現させようとい
う試みは、
大陸沿岸

諸島問題を国連に預けようとするだけではなく、
事実上「二つの中

(伺)

国」
を生み出すものである
||つまり、
台湾海峡の
「現状維持」
を

国府が認めることは、
国府が今後一
切「大陸反攻」
を行い
得ない
状

態を「維持」
することも意味し、
さらに「現状維持」
の固定化を公

言するのは、
国際社会において事実上、
台湾海峡を挟んで「二つの

中国」
が存在するのを容認することに繋がりかねないと国府は懸念

したのである。
一
九五四年一
O月二
O目、
厳維釣駐米大使らはロ

パ
lトソン
極東担当国務次官補にたいして、
国府が国連安保理停戦

案の
「現状維持」
の立場を決して受け入れることは出来ないという

(岨)

旨のメッセ
ージを伝えた。

もっ
とも、
国連安保理停戦案をめぐる米台双方の組障とは別の理

由で、
同停戦案の
準備は中断せざるをえない
状況へ
と向いつつあっ
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た場合には、
中国の軍事行動は、エスカレートし、
極東地域における

韓国、
日本、
台湾、
フィ
リピンの
「反共防衛ライン」
が脅かされる

(却)

可能性がある、
とダレス
は考えていたのである。

国家安全保障会議における協議を経て、
最終的にアイゼンハ
ワ!

大統領はアメリカが国府領有下の大陸沿岸諸島の
防衛に介入すると

い
う「積極派」
の主張を退けた。
米国政府の
決定の
背景には、
アメ

リカが台湾海峡危機に直接介入を行うことが、
朝鮮戦争以来の
大規

模な紛争に発展する可能性があるという強い
危倶があっ
たと言っ
て

よい。だからこそ、
いわゆる「恐るべ
きジレンマ」
における両方の選択

肢を採るのを避けるための
方策として、
米国政府は国連安全保障理

事会に台湾海峡危機の
終息のための停戦案、
すなわち「国連安保理

(引)

停戦案」
を提出するという方策を打ち出した。
そして、
国連安保理

停戦案を通じて、
米国政府は台湾海峡の
「現状維持」
をはかろうと

したのである。
換言すれば、
国連安保理停戦案を提出することに

よっ
て、
国連安全保障理事会の
場で台湾海峡における中国の軍事行

動を「侵略行為」
と位置づ
けるとともに、
台湾海峡危機を終息させ

るためにアメリカが介入することへ
の公式的な承認を国連の場で獲

得し、
それを以て台湾海峡の
「現状維持」
を試みようとしたのであ

る。
アメリカの考える台湾海峡の「現状維持」
とは、
一
九五四年九

月の
台湾海峡危機発生以前の
台湾海峡情勢に戻す

|l国府が大陸沿

岸諸島を
領有し、
さらに
中国と
台湾が
交戦しない
状態を
作りだす

ーーとい
う試みであっ
た。
こうして一
九五四年九月中旬から、
ァメ

た。
一
九五四年一
O月一
O日、
中国は「アメリカが中国の
領土であ

る台湾を侵犯しているため、
中国は国連にたいしてアメリカの
侵略

行動を停止させ、
台湾・
彰湖諸島、
及びその
他の
大陸沿岸諸島にお

ける軍事力を解除し、
撤退させることを求める」
という主旨の
文書

(日明)

を国速に提出した。
さらに一
九五四年一一
月に至ると、
中国は再び

大陸沿岸諸島のうちの大陳島にたいして大規模な攻撃を開始した。

こうして台湾海峡は再び戦火に包まれることになっ
たのである。

米
華
相
互
防
衛
条
約
締
結
の
プ
ロ
セ
ス

周恩来は一
九五四年九月一
五日から二八日にかけて開催された第

一
会全国人民代表大会第一
次会議の
政府工作報告において、
九月二

三日に「台湾は中国の
神聖不可侵の
領土であり、
決してアメリカの

侵犯を許すものではない。
高山族も含めた台湾同胞は、
そもそも中

国民族とい
う大家族の
成員であり、
元来アメリカを許容しがたい。

台湾を解放することは、
中国の主権に基づ
く内政問題であり、
他国

(紛)

の
干渉を一
切受けない」
と強調し、
台湾海峡危機発生から十数日を

経て、
改めて「台湾解放」
を行うことについての中国の強い
決意を

表明した。
そして一
九五四年一一
月一
日、
中国人民解放軍は、
九月の金円島

攻撃以来となる大陸沿岸諸島での軍事行動を再び開始した。
中国の

空軍戦闘機一
八機によっ
て大陳島へ
の爆撃が行われ、
大陳島に駐留

していた十数名の国府軍駐留兵士が死亡した。
さらに中国は大陸沿

岸諸島に近接する中国大陸周辺地区の
兵力増強を行うとともに、
大
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陳島のみならず、
国府領有下の
他の
大陸沿岸諸島への砲撃を開始し

たのである。

大陳島砲撃の
同日、
アイゼンハ
ワl
大統領はダレス
国務長官と

ウィルソン
国防長官とともに緊急の
討議を行い、
中国の
軍事行動の

再開にたいして「アメリカは基本的に大陳島をはじめとする大陸沿

(灯)

岸諸島を防衛するために、
武力行使を行わない」
ことを決定した。

また、
台湾海峡近海を警備していた第七艦隊についても、
中国にた

いして「軍事的報復」
を行うためではなく、
あくまでも中国からの(必)

攻撃を「防御」
するための
任務を担っ
ていることを改めて確認した。

さらに、
国府にも米国政府の
決定について理解を求めてゆくととも

に、
国府自身もまた中国にたいして報復行動を採らないよう厳重に

(組)

要請することが決定されたのである。
その上で、
アメリカは中国に

よる大陳島をはじめとする大陸沿岸諸島にたい
する砲撃がさらに拡

大するのを防ぐために、
国府軍にたいして兵姑支援を拡大するとい

う方針を打ち出した。

翌一一
月二日に開催された国家安全保障会議では、
新たなアメリ

(別)

カの
台湾政策として三つの原則が決定された。
それは、
①国連安保

理停戦案提出の
有無にかかわらず、
米華相互防衛条約締結に向けて

の米台交渉を開始すること、
②アメリカが米華相互防衛条約締結の

意思を国連安保理停戦案の提出以前に、
あるいは同時に公表するこ

と、
③国府に国連安保理停戦案の内容を認めさせるとともに、
米華

相互防衛条約の
「適用範囲」
に限定を加えることであっ
た。

当時アメリカは国連安保理停戦案による台湾海峡危機の終息が最

台湾海峡危機口954ー55]と米華相互防衛条約の締結

当時、
米台交渉について「極めて困難な交渉」
とダレスが描写し

(日)

たように、
米華相互防衛条約をめぐる米台交渉は、
双方が妥協の
姿

勢を見せつつ
も、
根本的な部分においては相容れないとい
う交渉に

なっ
た。
米台聞の
根本的な部分の違いは、
米華相互防衛条約にたい

する双方の認識の違いとなっ
て表われた。
国府が元来米台聞に防衛

条約を結ぶことを望んだのは、
前述のように、
国府が既に台湾海峡

危機発生以前にそれを要請していたことからもわかるが、
米華相互

防衛条約の
締結によっ
て国府の正統性と国際的地位を高めようとい

う思惑が含まれていたのである。
だがその一
方で、
米国政府は米華

相互防衛条約締結を反共防衛ラインの一
部をなすという戦略的な意

味合いで捉えていたものの、
あくまでも米華相互防衛条約を結ぷこ

との意味は、
台湾海峡危機を終息させるとともに、
台湾海峡の安定

をはかるためのものと見倣していた。
こうして米台交渉は、
開催当

初から米華相互防衛条約にたい
する米台双方の
根本的な認識の違い

を苧みながら開始されることになっ
たのである。

米華相互防衛条約の
締結をめぐっ
て米台間で最初に確認されたの

は、
条約そのものについての
位置付けであっ
た。
とりわけ米国政府

は、
米華相互防衛条約があくまでも米台双方が協力して「防衛」
に

専念するための
条約であることについて、
国府の十分な理解を得る

(刷出)

ことが必要であると考えていた。
このことは、
国府が「大陸反攻」

を行うことを事実上許さず、
また、
国府が中国から受けた攻撃にた

いしては報復措置を行わないことを前提にして、
米台閣の協議を経

て中国の攻撃に対応することも意味していた。
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も望ましい
実現可能な選択肢であると考えていた。
このため米華相

互防衛条約の
締結よりも、
むしろ国連安保理停戦案によっ
て台湾海

(日)

峡危機の
解決をみることにアメリカは期待を寄せたのである。
さら

にそれによっ
て大陸沿岸諸島の
問題を少しでも先送りにしたいとい

うのがアメリカのもうひとつの意図であっ
た。
だが一
九五四年一一

月以降、
台湾海峡危機は拡大方向へ
向かうことになり、
米華相E防

衛条約締結のための米台交渉が開始されたこととも相侯っ
て、
国連(位)

安保理停戦案の
提出は現実には先送りされることになっ
たのであるc

前述のように、
一
九五三年三月に国府が相互防衛条約の
締結を要

請して以来、
米国政府は保留の立場を保ち続けてきた。
しかし、
一

九五四年九月に中国が金門島を砲撃を行っ
たのに次いで、
一一
月に

大陳島をはじめとする大陸沿岸諸島へ
砲撃を再開し台湾海峡危機が

再燃する方向へ
と
推移したことは、
米国政府の
姿勢を改めさせ、
防

衛条約締結に向けての
準備交渉を開始させる決定的な
契機となっ
た。

だがそれと同時に、
台湾の対中国軍事力行使にたいして厳しい
制限

を加えてゆくとい
う方針を米国政府は打ち出した。

一
九五四年一一
月二日、
ワシントンにおいて米華相E防衛条約締

結準備のための米台交渉が密かに開始された。
その
後、
およそ一
月

に及んだ米台交渉は、
一
二
月一
日の
防衛条約締結に至るまで九回を

数えた。
国府からは顧維鈎駐米大使と葉公超外交部長が、
一
方で、

米国政府からはダレス
国務長官(初回と最終回のみ出席)、
ロパ
iト

ソン
国務次官補、
マコノ1フィl(巧包芯司
同
玄
巴
8
2
Z可)
国務

省中国部長らが出席して交渉にあたっ
た。

これにたいして、
葉公超外交部長は「大陸反攻」
に固執していな

(日)

いとい
う国府の立場を示した。
葉は、
国府の当面の
課題が「大陸反

攻」
を行うことよりも、
むしろ台湾島内における軍事力の近代化、

経済の安定や政治改革にあると説明したのである。
さらに、
現状で

は国府がアメリカの
支援なしには「大陸反攻」
を為し得ないとい
う

のが国府の
見解であっ
た。
しかしながら、
葉公超は国府に「大陸反

攻」
の意思がないことを強調しつつ
も、
それを米華相互防衛条約の

条文に明示することは避けるべ
きであると主張したのである。
これ

にかんして葉は、
国府は
「『大陸反攻』
の
権利を放棄したことを、

(邸)

いますぐに公言するほど心理的準備が出来ていない」
と説明した。

「大陸反攻」
の
断念を明確化することは、
国府が中国の
軍事行動に

屈服したのを印象づけることになりかねず、
このことは国府の士気

を弱めるのみならず、
中国の
軍事行動をさらに増長させる可能性を

も含み持っ
ているとして国府は懸念したのである。

一
連の米台交渉を経て、
米華相E防衛条約が「防衛」
に専念する

ためのものであることについては最終的に米台双方の
合意が見られ

たが、
国府の
強い
要請によ
り、
条約の
規定の
中に
国府が
「大陸反

攻」
を行わないとい
う意味合いの
文言を盛り込むのを避けることが

決定された。

米華相互防衛条約締結をめぐる米台交渉の最大の
焦点は、
防衛条

約の
「適用範囲」
について、
すなわちアメリカが国府にたいして地

理的にどこまでの
防衛支援を行うかとい
う問題であっ
た。
これは既

に見てきたように、
台湾海峡危機発生以前よりアメリカが抱いてい
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た懸案事項でもあっ
た。

米台交渉において、
アメリカは防衛条約の
「適用範囲」
は、
あく

までも「台湾・
彰湖諸島」
であると主張した。
ダレス
国務長官は、

アメリカの
考える米華相互防衛条約の
「適用範囲」
について次のよ

うに述べ
た。「アリュ
lシャン
列島に連なる『鎖』
||日本、
韓国、

琉球、
台湾・
彰湖諸島、
フィ
リピン、
東南アジアの一
部の地域、
及

びオーストラリア、
ニュ
ージーランド
||は、
中国大陸を囲むよう

にして繋がっ
ており、
この
『鎖』
こそ、
アメリカの
考える太平洋地

(日〉

域の安全保障上不可欠なものである」。
米国側は「台湾・
彰湖諸島」

を同地域における安全保障の
「鎖」、
すなわち反共同盟網の
「死活

的な」
一
部分として位置づけ、
「台湾・
彰湖諸島」
の
安全保障が脅

かされることがあれば、
断固として戦う意思があることを国府に示

(回)した。
だが、
米華相互防衛条約の
「適用範囲」
はあくまでも
「台

湾・
彰湖諸島」
に限定されるべ
きであるとい
うのが、
米国側の基本

的立場であっ
た。
それと同時に、
「台湾・
彰湖諸島」
以外の地域、

つまり、
台湾海峡危機のまさに舞台となっ
ていた金門島、
馬祖島や

大陳島をはじめとする「大陸沿岸諸島」
へ
の
防衛関与については、

アメリカはあくまでも消極的な姿勢を示した。

米国政府が大陸沿岸諸島を防衛条約の
「適用範囲」
として明確化

することを避けようとした根本的理由は、
まさに台湾海峡危機が起

こっ
ている「大陸沿岸諸島」
にたいして、
アメリカが防衛的介入の

意思を露にすれば中国を徒らに刺激し、
さらには米中軍事対決に発

展する可能性があると考えていたところにあっ
た。
このためアメリ

四

米
華
相
E
防
衛
条
約
締
結
と
台
湾
海
峡
危
機
の
終
息

台湾海峡危機[1954-55]と米華相互防衛条約の締結

一
九五四年一
二
月一
日、
米台閣の共同声明が発表され、
米華相互

防衛条約締結の
準備が完了したことが宣言された。
翌一
二月二日、

ワシントンにおいてダレス
国務長官と葉公超外交部長のもとで「ア

(町出)

メリカ
合衆国と中華民国との間の
相五防衛条約」、
いわゆる
「米華

相互防衛条約」
が調印された。

米華相五防衛条約の
条文は全一
O条からなり、
米台双方は国連憲

章に従い
国際粉争を平和的手段によっ
て解決するとともに、
武力行

使と威嚇を慎むことが約束され
〔第一
条〕、
領土の
保全と政治的安

定のために、
自助と相互援助によっ
て共産主義者の
破壊活動に抵抗

する個別的、
集団的能力を維持・
発展させるという米台相互の
防衛

力の
発展〔第二
条〕
が定められた。
また、
米台閣の
相互協力と協議

が謡われるとともに
〔第三・
四条〕、
武力攻撃を受けたさいに、
米

台双方が自国の
憲法手続きに従っ
て共通の
危険に対処するよう行動

することが宣言され、
その
場合は国連安全保障理事会に報告する義

務が規定された
〔第五条〕。
第六条では
「領土・
領域の
範囲」
とし

て、
「中華民国については台湾及び彰湖諸島」、
「アメリカ
合衆国に

ついては、
その
管轄権のもとにある西太平洋の
諸島」、
及び、
米台

「相互の
合意によっ
て決定されるその
他の
領域」
が定められ
〔第六

条〕、
台湾・
彰湖諸島へ
の
米軍の配備〔第七条〕、
国連憲章に基づく

締約国の
権利と義務〔第八条〕
が明記された。
さらに、
条約の発効、

及び期限などが定められた〔第九条・一
O条〕。
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カは
「台湾・
彰湖諸島」
を守ることは明確にするが、
「大陸沿岸諸

島」
の
防衛責任を担うことを明言することは忌避したのである。

だがこのことは、
アメリカが大陸沿岸諸島の
防衛を完全に放棄す

ることを意味しているわけではなかっ
た。
その
背景には、
米台交渉

がまさに開始された一
九五四年一一
月二日に国家安全保障会議(N

(日)

SC)が聞かれ、
そこで得られた米国政府首脳部内の
合意があっ
た。

米国政府は米華相五防衛条約を締結するにあたり、
その
「適用範

囲」
はあくまでも
「台湾・
彰湖諸島」
とし、
「大陸沿岸諸島」
へ
の

(印)

!ー・

対応については
「暖昧」
(ENNE何
回匂)にしておくのが望ましいと

い
う結論を下していたのである。「大陸沿岸諸島を攻撃した場合、

アメリカがいかに反応するのか共産中国を疑心暗鬼にさせておく」

;

(山山)

;

ことが
米国政府の
最大の
狙いであっ
た。
このように、
アメ
リカは

「適用範囲」
に柔軟性を持たせることによっ
て、
中国へ
の
徒らな
挑

発を避けると同時に、
中国の
軍事行動を牽制しようと試みたのであ

る。しかしながら、
米台交渉において国府はアメリカの立場にたいし

て強い
反発を示した。
葉公超外交部長は、
中国にとっ
ての
「台湾解

放」
を実現するためのいわば「足掛かり」
としての大陸沿岸諸島の

戦略的価値の
高さについて強調し、
大陸沿岸諸島が中国の手中に落

ちることは危険であると主張した。
だが、
最終的には「適用範囲」

に
「大陸沿岸諸島」
の
防衛を明記しない
代わりに、
「その
他の
領域

についても適用される」
とい
う文言が付け加えられることで、
米台

相五の
合意が成立することになっ
たのである。

米華相互防衛条約の
締結によっ
て次の三つの重要な点が明らかに

されることになっ
た。
第一
は条約の
「適用範囲」
に関してである。

共同声明文においては米華相互防衛条約の
「適用範囲」
として
「台

湾・
彰湖諸島及びアメリカの
管理下の西太平洋諸島」
とともに、
米

台双方の
合意によっ
て決定される
「その
他の
領域」(OPR
Z足立0・

江田印)
が
明記された。
つ
まり、
台湾海峡危機の
舞台となっ
た
大陸沿

岸諸島も「適用範囲」
に含まれる可能性があることが示唆されたの

である。
第二に、
米華相互防衛条約をアメリカとアジア・
太平洋地域の
非

共産主義諸国の間に形成された集団安全保障機構と結びつ
けて、
そ

れらを強化してゆくとい
う方針が示された。
米華相互防衛条約の
締

結は一
九五O年の
朝鮮戦争勃発以降、
アメリカがアジア地域におけ

る非共産主義諸国と二
国間・
多国間の
安全保障同盟を構築してきた

ことの一
環として位置づけられる。
とりわけ、
台湾海峡危機の
発生

によっ
て台湾の加盟を断念せざるを得なかっ
た東南アジア条約機構

(SEATO)と米華相互防衛条約とが連携してゆくことが、
強く意

識されていたと言えよう。

第三は、
米華相五防衛条約の
本質はあくまでも「防衛」
にあるこ

とが強調された点である。
これはアメリカは国府との聞に安全保障

同盟を結ぶが、
国府の
「大陸反攻」
には加担しないというアメリカ

の意思の
表われであっ
た。
また逆に言えば、
国府にとっ
て、
米華相

五防衛条約の
締結はアメリカとの
安全保障上の
結びつきを獲得する

代わりに、
その
能力の
如何にかかわらず、
防衛条約によっ
て自らが
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「大陸反攻」
を完全に断念したことを、
アメリカに示したことも意

味していた。
換言すれば、
米華相互防衛条約の
締結によっ
て、
アメ

リカは台湾を防衛するが、
その代わり、
中国大陸へ
の
反攻は行わせ

ないということを国府にたいして公式的に承諾させたのである。

なお、
前述のように、
米華相互防衛条約の
「適用範囲」
には大陸

沿岸諸島が明記されなかっ
たが、
そのことを国府はとりわけ憂慮し

(閃)た。
そこで米華相互防衛条約調印から八日後の一
二月一
O日に、
米

(刷出)

台双方で取り交わされた
「ダレス日葉公超交換文書」
に、
「米華相

互防衛条約第六条で述べ
られている領域および、
その
他の
領域をと

もに有効に支配している」
との一
句を盛り込むことで、
国府は自ら

が台湾・
彰湖諸島のみならず、
大陸沿岸諸島を実効支配している点

をアメリカに承認させるとともに、
「その
他の
領域」
に大陸沿岸諸

島が含まれることを暗に示したのである。

一
方、
一
九五四年一一一
月五日、
周思来は、
中国訪問中のビルマ
政

府代表との
第三次会談の
席上、
米華相互防衛条約について次の五つ

(白)

の
点を指摘した。
||米蒋条約は、
①国民党の地位を肯定し、
国民

党を
中国代表として認可するものであり、
②国民党が
事実上、
台

湾・
彰湖諸島にアメリカが軍事基地を建設することを認めたことを

意味する。
さらに、
③台湾・
彰湖諸島はいかなる武力行動をも受け

ないとする条約の
規定は、
中華人民共和国が台湾・
彰湖諸島を武力

解放できないことを意味し、
④同条約第六条が、
台湾・
彰湖諸島以

外の
「その
他の
領域」
も適用され得ることを定めたことは、
国民党

が外に向けて武力行使を行うことを無制限に容認するものである。

台湾海峡危機[1954-55Jと米華相互防衛条約の締結

太平洋安全保障条約(ANZUS)、
日米安全保障条約、
米韓相互防

衛条約、
米華相互防衛条約を結んだことは、
『侵略条約』
の連携の

形成を意味するとともに、
西太平洋における軍事侵略同盟網の
構築

にほかならない」
と言及した。
それとともに、
「アメリカの
戦争計

画の一
部をなす米蒋条約」
は「中国へ
の公然たる内政干渉、
主権侵

犯」
であり、
「中国人民は断固としてこれを許すことができない」

(前)

とい
う宣言がなされたのである。
中国は米華相互防衛条約締結を徹

底的に批判するとともに、
これにたいして断固たる措置をとる構え

を見せた。
当時中国は、
米華相互防衛条約の
締結が中国と台湾とを

(回)

分断する決定的な材料であると信じていたと言っ
てよい。

やがて翌一
九五五年一
月一
O日には、
中国はその
言葉通り、
大陳

島に再び攻撃を開始した。
これは、
中国が「米蒋条約に則っ
てアメ

リカがいかに対応してくるのか」
とい
うアメリカの意思を試すため

の企てであっ
たと考えられるが、
中国もアメリカと同様に、
それが

米中直接軍事衝突に発展するのを望んではいなかっ
たため、
米中直

(ω)
 

接軍事対決には至らなかっ
たのである。

中国の攻撃再聞にたいして、
アイゼンハ
ワ!大統領は一
九五五年

(叩)

一
月二九日に
「台湾決議」
QRBO白血
児20-E-oロ)を米国議会にお

いでほぼ全会一
致で可決させ、
中国が
「台湾・
彰湖諸島」、
ひいて

は「関連地域ならびに領域」
に向けられた場合にも、
米華相互防衛

条約の
規定に基づいてアメリカが介入する可能性があることを公式

的に示した。
「台湾決議」
には、
台湾海峡有事のさい
米国大統領に

介入決定権が委ねられることが定められており、
このこともまた中
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⑤アメリカが国民党の大陸反攻に加担することはまさに戦争を引き

起こそうとする行為である
||。
以上のことから、
米華相互防衛条

約は「中国自国の
領土である台湾・
彰湖諸島及び大陸沿岸諸島の解

放」
を行わせない一
方で、
「国民党にたいしては自由に大陸侵攻が

可能」
であることを意味するものであり、
しかも「アメリカの
台

湾・
彰湖諸島へ
の軍事占領を許すことによっ
て、
将来戦争の
拡大す

る可能性が高まる」
として周思来は強い
反発を示したのである。

また、
周恩来は一
九五四年一
二
月八日の
声明のなかで米翠相互防

衛条約を次のように公に非難した。
「米国政府は、
中国人民が繰り

返し反対し
警告したにもかかわらず、
これを無視して一
九五四年一

二
月二
日、
台湾に
逃亡した
売国奴蒋介石一
味との
聞に、
い
わゆる

『相互防衛条約』
なるものを結んだ。
アメリカ
政府はこの
条約を利

用して、
アメリカが中国の
領土台湾を武力で
侵略・
占領しているそ

の
行為を合法化するとともに、
台湾を基地として、
中国にたい
する

侵略をひろげ、
新戦争を
準備しよ
うとたくらんでいる:::(中略)

:・米蒋『相互防衛条約』
なるものは、
全く不法なものであり、
無

効である。
これは、
中国の主権と領土を売り渡す条約であり、
中国

人民は断固としてこれに反対する。
もしも米国政府が、
台湾・
彰湖

諸島及び台湾海峡からそのいっ
さいの武装力を撤退させずに、
あく

まで中国の内政に干渉するならば、
米国政府は、
これによっ
て生じ

(防)

るいっ
さいの重大な結果にたいし全責任を負わなければならない」。

さらに中国は、
一
九五四年一
二
月二五日の政協第二
回全国委員会

第干
次全体会議で「アメリカがアジアにおいて、
米比相互防衛条約、

国へ
の
警告の意味を持つ
ものであっ
たと捉えられよう。

さらに、
「台湾決議」
には明記されなかっ
たが、
米国政府は大陸

沿岸諸島のうち「金門・
馬祖島」
の
防衛に介入を行うことを密かに

(礼)

決定し、
国府にもその
旨を伝えた。
だがその一
方で、
国府の強い
要

請にもかかわらず、
アメリカは「台湾決議」
におけるアメリカの
防

衛介入範囲のなかに「金門・
馬祖島」
という具体的な島棋名を挙げ

るのを避け、
「関連地域ならびに領域」(吋色白片足
吉田50ロ由
自白

zq-HOユ叩印)
とい
う表現にとどめた。
アメリカは米華相互防衛条約

(η)
 

と台湾決議を通じて、
「共産中国にアメリカの意図を伝える」
こと、

すなわち中国の軍事行動が台湾・
彰湖諸島のみならず、
大陸沿岸諸

島に向けられた場合にもアメリカが防衛的介入を行う可能性を中国

に示すことによっ
て中国を牽制し、
危機を終患に向かわせようとし

たのである。
実際のところ、
「台湾決議」
が可決されて以降、
中国

が大陸沿岸諸島へ
の攻撃を停止したため、
台湾海峡危機は終息へ
向

かうことになっ
た。

(η)
 

しかし、
一
九五八年八月になると再び台湾海峡危機が発生した。

この
時に中国が攻撃目標として金円島を選んだため、
アメリカは既

に第一
次台湾海峡危機のさいに決定した通り、
金門島にたい
する防

衛的介入の
姿勢を明確に打ち出すという措置をとることになっ
た。

アメリカは台湾決議のなかで防衛意思を示した「関連地域ならびに

領域」
に金門島が含まれることを中国に明確に示したのである。

こうして一
九五0年代に二
度にわたっ
て起きた台湾海峡危機を経

たのちは、
再び台湾海峡において大規模な危機が発生することはな
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かっ
た。
これは、
米華相互防衛条約の
締結によっ
て中台聞の
紛争を

封じ込めるとともに、
台湾海峡の
安定をはかろうとする、
いわばア

メリカの意図した米華相互防衛条約の「効用」
が二
度にわたる危機

を経て発揮されるようになっ
たことを意味していよう。
米華相互防

衛条約は中台問、
ひいては米中閣の
軍事衝突を避けるための、
いわ

ば「安全弁」
としての
役割を担うことになっ
たのである。

む
すび
にか
え
て

以上に見てきたように、
台湾海峡危機時期の米国政府の国府にた

い
する立場は、
いわゆる「台湾一
辺倒」
といっ
た、
国府に無条件の

積極的防衛的支援を与えるという性質のものではなかっ
た。
アメリ

カは、
台湾海峡危機に全面的に介入する姿勢をとれば、
再び朝鮮戦

争のような米中軍事衝突を誘因する危険性を恐れる一
方で、
アメリ

カが介入を完全に放棄すれば、
中国の
軍事行動はエスカレートし、

国府、
ひいてはアジア周辺地域の
非共産主義諸国の士気を低下させ、

極東地域における韓国、
日本、
台湾、
フィ
リピンの
「反共防衛ライ

ン」
が脅かされる可能性さえあると考えていたのである。
このため

米国政府は、
台湾海峡における中国の軍事行動を抑止するための
方

策を講じつつ
も、
米中軍事衝突を引き起こす要因になり得る、
国府

の
中国にたい
する軍事行動を阻止することにしたのである。

アメリカは危機を終息に導くために米華相互防衛条約を締結した

が、
この米華相互防衛条約締結という措置は、
中国の
「台湾解放」

へ
の
抑止と、
国府の
「大陸反攻」
の
防止という二
点に集約されるも

華相互防衛条約締結によっ
て、
アメリカはそれを徹底化させたと言

えよう。

台湾海峡危機[1954�551と米華相互防衛条約の締結

その一
方で、
「中国に
『台湾解放』
を行わせず、
国府に『大陸反

攻』
を行わせない」
ことは、
事実上「中華人民共和国」
と「中華民

国」
がそれぞれ現実に存在するという状態を固定化させることを意

味していた。
それは、
台湾海峡危機発生直後に浮上した国連安保理

停戦案による台湾海峡危機の
解決方針、
すなわち国府が最も懸念し

た台湾海峡の「現状維持」
の
実現が、
米華相互防衛条約締結によっ

て事実上もたらされたことにも象徴されていた。

つまり、
米華相互防衛条約の
締結はアメリカ
及び国府の意図とは

別に、
「実質的な二つの
中国」
の存在を事実上受け入れるという副

次的な
作用をもたらしたのである。
もとより、
それは中国大陸に共

産党政権が、
そして台湾に国民党政権が厳然と存在するという現実

を、
ありのままに異を唱えることもなく受け入れることであり、
両

政権を公式的に承認するということを意味するわけではない。

台湾海峡危機が終息して間もなく、
一
九五五年四月のバンドン
会

議において周恩来は正式に米中間で公式的な会談を行うことを打診

した。
米国政府は中国側の
申し入れに応じ、
同年七月に米中大使級

会談が開催されることになっ
た。
これを機にしてアメリカの
「実質

的な二つの
中国」
を容認する立場は顕在化したと言えよう。
アメリ

カは台湾海峡の
現状に変更をもたらさないという大前提のもと、
中

国とのあいだにも交渉の道を聞くことになっ
たのである。

台湾海峡危機[521日間]
を契機として結ぼれた米華相互防衛条約
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のとして
特徴づ
けられる。
米国政府は米華相互防衛条約の
締結に

よっ
て「台湾・
彰湖諸島」
の
防衛の意思を公式的に明確化して中国

の「台湾解放」
を抑止しつつ、
米筆相互防衛条約の
本質は「攻撃」

ではなく「防衛」
にあることを定めることによっ
て、
国府の「大陸

反攻」
をも束縛した。
国府との聞に安全保障同盟を結び、
中国の
軍

事力行使の可能性に備えるが、
その一
方で、
条約締結直後に周思来

が抱いた懸念とはうらはらに、
国府の
「大陸反攻」
には加担しない

というのが米国政府の基本的な立場であっ
た。

さらに、
米国政府は米華相互防衛条約の「適用範囲」
をあくまで

も
「台湾・
彰湖諸島」
に限定する一
方で、
「相互の合意によっ
て決

定されるその
他の
領域についても適用される」
という文言を付け加

えることによっ
て大陸沿岸諸島の
防衛支援の可能性を残した。
そこ

には、
米華相互防衛条約の「適用範囲」
はあくまでも「台湾・
彰湖

諸島」
に限定しつつ
も、
大陸沿岸諸島にたい
する防衛を完全には放

棄していないというアメリカの暖昧な立場を示唆することで、
中国

の
軍事行動を抑止しようとする米国政府の意図が働いていた。
また、

「台湾・
彰湖諸島」
のみを防衛範囲として明確化したことは、
大陸

沿岸諸島における中国の
軍事行動にたいして、
国府が反撃を加える

機会を奪うという意味も含まれていたのである。

こ
うした
台湾海峡危機終息のためにアメリカがとっ
た
対応
||

「中国に
『台湾解放』
を行わせず、
国府に『大陸反攻』
を行わせな

い」
ための
措置は、
「台湾中立化宣言」
以降のアメリカの立場の
延

長線上に位置するものではあっ
たが、
台湾海峡危機を契機とする米

は、
朝鮮戦争における米中直接軍事衝突を経たのちのアメリカの
対

中国・
対台湾政策の
基本的前提

||①中国の
武力による
「台湾解

放」
を阻止し、
②台湾による対中国軍事行動の可能性を封じ込める

とともに
台湾へ
安全保障上の
保護を与える
ーーーを
形づ
くることに

なっ
た。
これらの基本的前提は、
一
九五五年一
月の
危機の
再燃、
さ

らには一
九五八年八月の
第二
次台湾海峡危機を経て、
やがて一
九七

九年にアメリカが中国を正統政府として承認し国交が樹立されて、

米華相互防衛条約が失効したのちも、
実質的には変化することがな

かっ
たのである。

(1)
本稿ではとくに断らない限り「中国」
とは中華人民共和国を、

「台湾」
とは台湾移転以降の
「中華民国」
が実行支配を続けている

領域を意味している。
ただし「台湾・
彰湖諸島」
とある場合は地理

上の範囲である「台湾島と彰湖諸島」
を指す。
また「国府」
とは一

九二八年に成立した
「中華民国国民政府」、
そしてそれ以降の「中

華民国政府」
を指しており、
ここでは「国府」
と記すことにする。

また、
アメリカと中国の関係は
「米中関係」、
アメリカと国府の関

係は「米台関係」
とした。
但し「米華相互防衛条約」
に見られるよ

うに固有名詞原文(中文)の
表記が「米華」
の
場合はそのまま用いる

こととする。

(2)
当時のアメリカの
国府にたいする軍事援助の
状況を知る手掛か

りとなる文献として、
アメリカの軍事援助計画及び軍事予算の詳細

等の
資料を
多く含む国史館編『台湾光復美援資

料||輩事計董』

(台北、
国史館、
一
九九五年)を参照。

(3)
アメリカの
「解き放し」
政策については、
戸
当・回日ロ含LH4
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